
　
証券コード1893

平成21年６月５日

株 主 各 位
東京都文京区後楽二丁目２番８号

取締役社長 村 重 芳 雄

第59期定時株主総会招集ご通知

拝啓 ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
　さて、当社第59期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行
使書用紙に賛否をご表示いただき、平成21年６月25日（木曜日）午後６時までに到着
するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成21年６月26日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都文京区後楽二丁目２番８号

当社本店 11階会議室
3. 株主総会の目的事項

報告事項 1. 第59期（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）事業報告、
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

2. 第59期（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）計算書類報
告の件

決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役９名選任の件
第４号議案 監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場
合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.penta-ocean.co.jp/）に
掲載させていただきます。
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　(添 付 書 類)

事 業 報 告

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　平成19年夏に表面化したサブプライムローン問題は、平成20年９月のリーマ

ン・ショックにより一挙に世界金融危機に拡大し、当連結会計年度の世界の実体

経済に大きく波及しました。我が国の経済は、この影響により急速に後退し、民

間企業の業績も大きく悪化して、当連結会計年度の経済成長率はマイナスに転じ

る見通しです。  

　当連結会計年度の国内の公共投資につきましては、国、地方ともに削減基調が

継続し、全体的には低調に推移しましたが、港湾・空港の大型プロジェクト等、

国際競争力強化の観点から重点的に予算配分される事業につきましては、堅調に

推移しました。国発注工事には総合評価方式が全面的に採用されており、低入札

調査基準価格の見直し等、技術と品質を重視する入札契約制度の改革がさらに進

みましたが、受注確保のための厳しい技術競争は続いております。また、住宅投

資につきましては、平成19年度に建設業界に大きな影響を与えた建築基準法改正

の影響はほぼ収束しましたが、消費マインドの冷え込みやデベロッパーの資金不

足等により低迷いたしました。民間非住宅の設備投資につきましても、企業業績

の悪化を背景に低調に推移しました。一方、海外につきましては、世界的な金融

収縮と景気後退の影響を受け、事業執行の速度は減速しましたが、当社グループ

の主要市場である東南アジアでは、港湾、道路、学校等のインフラ整備やODA案件

への投資は前年度に引き続き好調に推移しました。

　このような経営環境の中、当社グループは、建設業の原点に返って現場力を高

め、技術立社の推進に取り組み、利益重視の方針を徹底し、受注と利益の確保に

邁進してまいりました。国内建築と海外の受注高が前年度と比べ減少したことに

より建設受注高は前年度を下回りましたが、繰越工事が豊富であったことから、

完工高、売上総利益ともに前年度を上回りました。

　

　当連結会計年度の連結業績は、売上高3,984億円（前連結会計年度比12.9％増）、

営業利益108億円（同22.4％増）、経常利益70億円（同38.8％増）と前連結会計年

度より大幅に増加いたしました。しかしながら、投資有価証券評価損57億円、開

発事業損失引当金繰入額10億円等、特別損失78億円を計上した結果、33億円の当

期純損失（前連結会計年度は25億円の当期純利益）となりました。
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　　 事業セグメント別の概況は次の通りです。

(建設事業)

　建設受注高につきましては、国内土木は海上工事の受注増が寄与し、前連結会

計年度を24億円上回りました。国内建築につきましては市場が低迷したことに加

え、採算性を重視し、与信管理をさらに厳格化したことから、受注高は前連結会

計年度を452億円下回りました。また、海外の受注高につきましては、シンガポー

ルとベトナムで大型海上工事を受注しましたが、前連結会計年度の受注実績が

1,000億円超であったことによる反動減や円高の影響等で、180億円の減少となり

ました。以上により、当連結会計年度の建設受注高は3,342億円と前連結会計年度

比15.4％の減少となりました。当社グループの主な受注工事は次の通りです。

関 東 地 方 整 備 局 ： ３５７号湾岸千葉地区改良その５工事

独 立 行 政 法 人 鉄 道 建 設 ・
運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構

： 山梨リニア実験線、浅川橋りょう他

中 部 電 力 株 式 会 社 ： 上越火力発電所ＬＮＧ設備 ＬＮＧ受入桟橋工事

株 式 会 社 上 組 ：
上組神戸空港島ロジスティックセンター
（Ｋ Ａ Ｌ Ｃ） 新 築 工 事

株 式 会 社 島 忠 ： （仮称）島忠中野方南町新築計画

宮島アクアパートナーズ株式会社 ： 廿日市市新宮島水族館（仮称）整備事業

シ ン ガ ポ ー ル 政 府 ： マリーナ地区高速道路工事４８５工区

香 港 ・ 職 業 訓 練 局 ： チュンカンオー職業訓練学校新築工事

　建設事業の売上高は、国内土木、国内建築、海外ともに前連結会計年度を上回

り3,848億円、前連結会計年度比14.0％増となりました。当社グループの主な完成

工事は次の通りです。

九 州 地 方 整 備 局 ： 熊本３号新佐敷トンネル新設１期工事

中 国 四 国 農 政 局 ： 中海干拓事業 中浦水門撤去工事（二期）

広 島 県 ：
特 定 重 要 港 湾 広 島 港 港 湾
環境整備工事（出島地区１９－４）

株 式 会 社 ゴ ー ル ド ク レ ス ト ： （仮称）東大井１丁目計画新築工事
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　 広 島 市 ： 広島市（仮称）新球場新築工事

学 校 法 人 鶴 学 園 ：
広島工業大学附属広島高等学校・
附 属 中 学 校 （仮） 新 築 工 事

シンガポール・ジュロンタウン公社 ： ジュロン島埋立第三期３Ｂ工事

香 港 大 学 短 期 大 学 ： 香 港 大 学 短 期 大 学 新 築 工 事

　売上高が前連結会計年度より増加したことに加え、国内土木と海外の工事採算

が堅調であったことから、当連結会計年度の完成工事総利益は前連結会計年度よ

り25億円増加しました。一般管理費につきましては、デベロッパーの法的整理な

どに伴う貸倒引当金繰入額４億円等を計上したため、３億円増加しました。営業

利益につきましては、前連結会計年度比27.7％増の101億円となりました。

(開発事業)

　開発事業の売上高は、前連結会計年度比72.7％減の12億円、営業損失は３千万

円増加し、４億円となりました。

(その他の事業)

　造船、機器リース、物品販売等を主な内容とするその他の事業につきましては、

売上高は、前連結会計年度比14.3％増の124億円となりました。売上高の過半を占

める造船事業において、厚板の価格が高止まりしている影響等により、営業利益

は、10億円と前連結会計年度比で１億円の減少となりました。

　当社グループの事業のセグメント別売上高及び営業利益

（単位：百万円）

区 分 売上高（前期比） 営業利益(△損失)(前期比)

建設事業 384,823（  14.0％） 10,175（  27.7％）

開発事業 1,209（△72.7％） △401（    ― ）

その他の事業 12,453（  14.3％） 1,042（△13.5％）

計 398,485（  12.9％） 10,816（  22.9％）

消 去 ―（    ― ） 4（△86.6％）

合 計 398,485（  12.9％） 10,821（  22.4％）
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　　当社の受注高・売上高・繰越高

（単位：百万円）

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建

設

事

業

国内土木 155,875 118,232 143,230 130,877

国内建築 147,111 105,017 138,166 113,962

海 外
(171,383)
151,779

92,801 83,961 160,618

計
(474,370)
454,765

316,051 365,358 405,458

開発事業等 ― 1,777 1,195 582

合 計 (474,370)
454,765

317,829 366,553 406,041

(注) 前期繰越高の上段（ ）内表示額は前期における次期繰越高を表し、下段表示
額は当期において外国為替相場が変動したため、前期繰越高を修正したもの
です。

　(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は、2,498百万円で、主な

ものは技術研究所など建物の改修及び増設ならびに機械・船舶などの新設及び更

新によるものです。

　(3) 資金調達状況

　当社は、運転資金の安定的かつ機動的な調達を行うため、平成20年７月に、総

額360億円のシンジケーション方式による長期コミットメントライン契約（契約期

間２年間）を30の金融機関と結んでおります。なお、当連結会計年度に、社債及

び新株の発行による資金調達はありませんでした。
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　　(4) 対処すべき課題

　世界金融危機により我が国の実体経済は急激に後退し、金融市場の収縮、需要

の減少、為替・株価の変動、地価の下落等、様々な要因が企業業績の先行きに大

きく影を落としております。今後の国内民間企業の設備投資につきましても、平

成21年度は引き続き低調に推移し、回復にはいましばらく時間がかかるものと思

われます。住宅投資につきましても、首都圏の世帯数の予測を見れば潜在的な需

要はあるものの、市場が回復局面を迎えるのは在庫調整がある程度進んでからと

思われます。

　一方、公共事業につきましては、平成21年度の通常予算に加え、平成20年度の

補正予算ならびに大型の追加経済対策を政府が決定しており、平成21年度の公共

事業の執行は、これまでの削減基調に歯止めがかかる見通しです。特に、国際競

争力強化、防災・減災による安全・安心の確保、地域の活性化等を目的とした重

点的プロジェクトについては、これまでと同様に前年度比増の事業予算が確保さ

れております。当社グループの技術力が発揮できる港湾・空港の大型プロジェク

トや海面処分場・焼却場などの環境関連事業には引き続き堅調な投資が行われる

見通しです。

　海外につきましては、世界的な景気後退により中東の大型プロジェクト等は、

当面投資が停滞する見通しですが、シンガポール、香港、ベトナム等、東南アジ

アにおけるインフラ整備につきましては、引き続き堅調な投資が行われる見通し

です。

　このように、今後の国内建設市場につきましては、民需は低調に推移すること

が予想されるものの、官需については明るさも見えております。厳しい技術競争

の中、民需が回復するまで、総合評価方式を主体に発注される官庁工事を、技術

力によって如何に確保するかが課題です。民間建築につきましては、平成21年度

も低調に推移し、競争がさらに厳しくなることが予想されることから、採算性を

重視し、与信管理を厳格に行うことが、利益とキャッシュ・フローを確保する上

での大きな課題となります。また、受注を確実に利益につなげるためには、国内

外ともに施工管理を徹底し、品質・安全のトラブルを排除することが課題であり

ます。

　

　以上のような経営環境の中、平成21年度は中期経営計画「Advance 21」（平成20

年度～平成22年度）の２年目を迎えますが、計画策定時には想定していなかった

大きな環境の変化があったことから、計画の修正を行いました。「臨海部ナンバー

ワン企業として技術競争時代を勝ち抜く」という基本方針は変わりありませんが、

目標数値ならびに基本戦略の一部について変更しております。
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　 ●基本方針

　誠実な企業活動の実践、技術立社の推進、現場力の強化を行い、臨海部ナンバ

ーワン企業として技術競争時代を勝ち抜きます。

●基本戦略

　１） 経営力の強化 ～実効ある内部統制システムの構築・運用

　当社グループは、「良質な社会インフラの建設こそが最大の社会貢献」と考

え、安全、環境への配慮と技術に裏打ちされた確かな品質の提供を通じて、

株主、顧客、取引先、従業員のみならず、地域社会にとって魅力のある企業

として持続的に発展することを目指しています。コンプライアンスの徹底は

もとより、あらゆる過去の悪しき慣習から決別し、経営理念、中期ビジョン

に掲げるCSR（企業の社会的責任）を常に意識した誠実な企業活動を実践する

とともに、グループ全体でリスクマネジメントを推進し、実効ある内部統制

システムを構築・運用してまいります。

　また、この熾烈な競争を勝ち抜くためには、常に、全社最適、グループ最

適を目指して、グループを挙げて取り組まなければならない時代です。内部

統制の観点だけでなく、技術力強化の観点からグループとして経営戦略が徹

底できるようコーポレートガバナンスの強化を図ります。

　

２）本業収益力の強化 ～利益の伴った緩やかな事業量の拡大

　景気対策を含む官庁工事を主体に事業量を確保し、民需の回復とともに緩

やかな事業量の拡大を目指します。

　官庁工事、民間工事ともに得意な分野・地域に更なる選択と集中を行い、

「臨海部ナンバーワン企業」を目指します。官庁工事については総合評価方式

への対応をさらに強化し、シェアアップを図ります。

　利益重視の基本方針を徹底し、赤字工事を排除します。すなわち、受注時

採算性の重視、施工中の品質・安全トラブルの排除に努めます。技術立社の

推進を進め、業界トップの品質・安全・技術をお客様に提供できるよう取り

組みます。

　ここ２年間、海外工事の受注が好調であったため、海外の手持工事が増加

しております。国内の専門技術者を難易度の高い海外大型工事に配置すると

ともに、海外部門と国内部門が連携し、海外工事の入札時点・施工前・施工

中に行う工事検討会を充実、強化する等、海外工事特有のリスクの排除に努

めます。

　また、工事原価の圧縮と経費削減の徹底を継続します。間接部門の業務を

効率化するとともに、支店のスリム化と本社支援体制の強化、営業所の統合

等、人員の再配置を行います。向こう数年間は団塊世代の多くが定年を迎え
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　 るため、技術の伝承を図り人材の育成に注力いたします。

　本業強化のための設備投資については、今後も計画的に進めてまいります。

３）財務体質健全化の継続 ～将来の成長への基盤固め

　本業を計画通り達成することにより営業キャッシュ・フローを確保し、有

利子負債の継続的な削減を行います。民間工事については、与信管理を徹底

するとともに、工事代金の支払い条件の改善を図り、工事代金の確実かつ早

期の回収に努めます。保有資産の売却を着実に進め、有利子負債の削減を図

ります。

　修正後の中期経営計画「Advance 21」及び平成23年度の主要な連結ベースの数

値目標は次の通りです。役職員一丸となり、計画の達成に邁進いたしますので、

株主の皆様におかれましては、格別のご理解とご支援を賜りますよう心からお願

い申し上げます。

【主要連結数値目標】

Advance 21
平成23年度

平成21年度 平成22年度

業績目標

売上高 3,555億円 3,560億円 3,720億円

経常利益 80億円 85億円 95億円

当期純利益 28億円 28億円 38億円

EPS（1株当たり当期純利益） 11円以上 11円以上 15円以上

財務目標

有利子負債残高 900億円以下 820億円以下 770億円以下

D/Eレシオ（ネット） 1.1倍以下 1.0倍以下 0.8倍以下

ROE 4%以上 4%以上 6%以上

　なお、当連結会計年度に文部科学省贈賄事件に関連して、当社子会社が国土交

通省より、営業停止処分を受けました。株主の皆様をはじめ、社会の皆様に多大

なご迷惑をおかけしたことを心よりお詫び申し上げます。コンプライアンスはCSR

の根幹であり、リスクマネジメント体制を強化・運営することにより、法令の遵

守と社会的規範・倫理の尊重を徹底してまいりますので、何卒、ご理解賜ります

ようお願い申し上げます。
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　　(5) 財産及び損益の状況の推移

　 ① 企業集団の財産及び損益の推移

区 分
平成17年度
第56期

平成18年度
第57期

平成19年度
第58期

平成20年度
第59期

建 設 受 注 高 (百万円) 296,045 368,262 395,082 334,235

売 上 高 (百万円) 354,657 323,264 352,808 398,485

経 常 利 益 (百万円) 11,341 2,078 5,096 7,073

当期純利益(△純損失) (百万円) 3,875 △5,858 2,570 △3,336

１株当たり当期純利益(△純損失)(円) 8.57 △11.92 10.46 △13.58

総 資 産 (百万円) 389,366 355,069 340,233 339,587

純 資 産 (百万円) 66,891 57,605 53,862 53,827

(注) 1. 第57期から純資産は「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

に基づき記載しております。

2. 受注高における開発事業及びその他の事業の受注実績については、企業集

団内の各社における受注の定義が異なり、また、金額も僅少であるため建

設受注高のみ記載しております。

3. 第58期は株式の併合により２株を合わせて１株としたため、発行済株式総

数は245百万株となりました。第57期以前の発行済株式総数は第58期と比べ

て２倍であるため、第57期以前の１株当たり当期純利益（△純損失）は、

第58期の発行済株式総数で換算すると２倍となります。

4. 第56期は無担保転換社債型新株予約権付社債を150億円発行し、全て普通株

式に転換されたことから、純資産が増加しております。

5. 第57期は棚卸資産の評価に関する会計基準の適用により、たな卸不動産評

価損79億円並びに開発事業損失86億円、減損損失17億円等を合わせて特別

損失198億円を計上しました。これに対して投資有価証券売却益54億円を計

上しましたが、経常利益の大幅な減少により58億円の当期純損失となりま

した。総資産は圧縮されたものの、純資産は92億円減少しております。

6. 第58期は、貸倒引当金繰入額26億円、減損損失７億円等特別損失42億円を

計上する一方、退職給付信託設定益30億円等特別利益34億円を計上しまし

た。株式市場の低迷の影響及び株式の一部を退職給付信託へ拠出したこと

により、その他有価証券評価差額金が62億円減少したため、純資産は37億

円減少しました。

7. 第59期は、投資有価証券評価損57億円、開発事業損失引当金繰入額10億円

等合わせて78億円の特別損失を計上したため、33億円の当期純損失となり

ました。一方、その他有価証券評価差額金や少数株主持分が前期より増加

した結果、純資産は前期とほぼ同額となりました。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2009年06月05日 08時54分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.10 20081020_01）



　　 ② 当社の財産及び損益の推移

区 分
平成17年度
第56期

平成18年度
第57期

平成19年度
第58期

平成20年度
第59期

受 注 高 (百万円) 276,496 347,388 375,944 317,829

売 上 高 (百万円) 318,959 289,270 317,856 366,553

経 常 利 益 (百万円) 9,584 466 3,081 7,081

当期純利益(△純損失) (百万円) 2,855 △6,744 1,389 △3,116

１株当たり当期純利益(△純損失)(円) 6.31 △13.72 5.66 △12.68

総 資 産 (百万円) 356,147 321,606 307,210 308,077

純 資 産 (百万円) 63,771 53,574 48,710 47,338

(注) 1. 第57期から純資産は「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

に基づき記載しております。

2. 第58期は株式の併合により2株を合わせて１株としたため、発行済株式総数

は245百万株となりました。第57期以前の発行済株式総数は第58期と比べて

２倍であるため、第57期以前の１株当たり当期純利益（△純損失）は、第

58期の発行済株式総数で換算すると２倍となります。

3. 第56期は無担保転換社債型新株予約権付社債を150億円発行し、全て普通株

式に転換されたことから、純資産が増加しております。

4. 第57期は棚卸資産の評価に関する会計基準の適用により、販売用不動産等

評価損79億円並びに開発事業損失86億円、減損損失17億円等を合わせて特

別損失197億円を計上しました。これに対して投資有価証券売却益54億円を

計上しましたが、経常利益の大幅な減少により67億円の当期純損失となり

ました。総資産は圧縮されたものの、純資産は101億円減少しております。

5. 第58期は、貸倒引当金繰入額24億円、減損損失４億円等特別損失35億円を

計上する一方、退職給付信託設定益30億円等特別利益32億円を計上しまし

た。株式市場の低迷の影響及び株式の一部を退職給付信託として拠出した

ことにより、その他有価証券評価差額金が62億円減少したため、純資産は

48億円減少しました。

6. 第59期は、投資有価証券評価損57億円、関係会社開発事業損失引当金繰入

額10億円等合わせて75億円の特別損失を計上いたしました。31億円の当期

純損失となった一方、その他有価証券評価差額金が前期より17億円増加し

た結果、純資産は13億円減少しました。
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　　(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

五 栄 土 木 株 式 会 社 200 100
土木・建築工事の設計施工、
建設用資機材の保有及びリース

洋 伸 建 設 株 式 会 社 66 100
土木・建築工事の設計施工、
建設用資機材の保有及びリース

九州洋伸建設株式会社 40 100
土 木 工 事 の 設 計 施 工、
建設用資機材の保有及びリース

ペンタビルダーズ株式会社 50 100
建 築 工 事 の 設 計 施 工、
建設用資機材の保有及びリース

警 固 屋 船 渠 株 式 会 社 30 100 船舶の製造・修理及び販売

　当社グループは、当社と上記の重要な子会社５社を含む連結子会社27社及び持

分法適用の関連会社３社から構成されています。当連結会計年度中に、開発事業

関連の２社を連結子会社とするとともに、廿日市市新宮島水族館PFI事業のための

SPC（特別目的会社）を設立し、持分法適用関連会社としております。なお、グル

ープ経営の強化と効率化を図るため、連結子会社である洋伸建設株式会社と九州

洋伸建設株式会社は、平成21年４月１日をもって合併いたしました。

　(7) 主要な事業内容

事 業 名 事 業 内 容

建 設 事 業

主な事業会社である当社は、建設業法による特定建
設業者（特-19）第1150号として国土交通大臣の許
可を受け、土木、建築ならびにこれらに関連する事
業を行っております。

開 発 事 業

主な事業会社である当社は、宅地建物取引業法によ
り宅地建物取引業者（11）第1635号として国土交通
大臣の許可を受け、不動産に関する事業を行ってお
ります。

そ の 他 の 事 業
主として子会社において、建設資材の販売、機器リ
ース及び造船事業、環境関連コンサルタント事業等
の事業活動を展開しております。

　(8) 主要な営業所など（平成21年３月31日現在）

　 ① 当社

　 本 店：東京都文京区後楽二丁目２番８号

支 店：札 幌 支 店（札幌市） 東 北 支 店（仙台市）

北 陸 支 店（新潟市） 東京建築支店（東京都文京区）

東京土木支店（東京都文京区） 名古屋支店（名古屋市）
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　 大 阪 支 店（大阪市） 中 国 支 店（広島市）

四 国 支 店（松山市） 九 州 支 店（福岡市）

　 技術研究所：栃木県那須塩原市

海外事業所：シンガポール営業所 香 港 営 業 所 インドネシア営業所

マレーシア営業所 エジプト営業所 コ ロ ン ボ 事 務 所

マ ニ ラ 事 務 所 バンコク事務所 ハ ノ イ 事 務 所

プノンペン事務所 ドバイ事務所

　 ② 重要な子会社

五 栄 土 木 株 式 会 社 本店（東京都江東区）

洋 伸 建 設 株 式 会 社 本店（広島市）

九州洋伸建設株式会社 本店（福岡市）

ペンタビルダーズ株式会社 本店（東京都新宿区）

警 固 屋 船 渠 株 式 会 社 本店（広島県呉市）

　(9) 従業員の状況（平成21年３月31日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

人 人

3,335 減 79

　 ② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比
増 減

平均年齢
平均勤続
年 数技 術 事 務 計

人 人 人 人 才 年

2,164 567 2,731 減 47 43.6 20.0

(10) 主要な借入先（平成21年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 額 残 高

百万円

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 18,400

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 8,691

株 式 会 社 り そ な 銀 行 6,618
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　2. 会社の株式に関する事項

　(1) 株式に関する事項（平成21年３月31日現在）

・発行可能株式総数 599,135,000株

・発行済株式の総数 245,668,313株

※自己株式95,597株を除く

・株主数 47,658名（前期末比 3,213名減）

・大株主

株 主 名 持 株 数

千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ) 10,880

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 10,335

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 7,062

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 7,059

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 6,656

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 6,113

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４) 5,483

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 3,934

五 洋 建 設 従 業 員 持 株 会 3,744

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,470

　(2) その他株式に関する重要な事項

単元未満株式の買取りにより、普通株式14,153株を総額1,843千円で取得いたし

ました。平成21年３月末では普通株式95,597株（22,166千円）を保有しています。

なお、当期においては自己株式の処分等は実施しておりません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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　4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

　 平成21年３月31日における取締役及び監査役は次の通りです。

会社における地位 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況など

代表取締役社長 村 重 芳 雄 社団法人日本埋立浚渫協会 会長

代 表 取 締 役 川 上 和 行 執行役員副社長 建築部門長

代 表 取 締 役 津 田 映 専務執行役員 経営管理本部長

取 締 役 井 田 潔 志 専務執行役員 土木部門長

取 締 役 近 藤 浩 右 常務執行役員 土木部門土木営業本部長

取 締 役 滝 本 義 久 常務執行役員 安全環境本部長

取 締 役 齋 藤 雅 文 常務執行役員 建築部門建築本部長

取 締 役 佐々木 邦 彦 執行役員 人事部長

取 締 役 友 田 順 久

常 勤 監 査 役 川 本 宏 祐

常 勤 監 査 役 黒 川 薫

監 査 役 小 松 孝 明
平成総合サービス株式会社
代表取締役社長

監 査 役 笹 野 真 民
財団法人明治安田こころの健康財団
理事長

(注) 1. 取締役のうち、友田順久氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で

す。

2. 監査役のうち、黒川 薫氏、小松孝明氏、笹野真民氏は、会社法第２条第

16号及び第335条第３項に定める社外監査役です。

3. 当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次の通りです。

(1) 監査役横大路啓司氏は、平成20年６月27日に任期満了により退任いたし

ました。

(2) 平成20年６月27日開催の第58期定時株主総会において、井田潔志氏、

佐々木邦彦氏が取締役に、笹野真民氏が監査役に新たに選任され、それ

ぞれ就任いたしました。
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　 　当社は執行役員制度を導入しており、平成21年３月31日における執行役員は次

の通りです。

役 位 氏 名 担当・役職

※執行役員社長 村 重 芳 雄

※執行役員副社長 川 上 和 行 建築部門長 兼 建築部門建築営業本部長

執行役員副社長 山 田 俊 郎 土木部門担当

※専務執行役員 津 田 映
経営管理本部長 兼 CSR推進室長
 兼 国際事業本部担当

※専務執行役員 井 田 潔 志
土木部門長 兼 土木部門土木本部長
 兼 技術研究所担当

常務執行役員 江 頭 素 樹 土木部門担当

常務執行役員 俵 輝 美 建築部門担当

常務執行役員 田 村 亮 土木部門担当

常務執行役員 瀧 田 正 一 土木部門担当

※常務執行役員 近 藤 浩 右 土木部門土木営業本部長

常務執行役員 岡 部 憲 一 土木部門担当 兼 総合評価担当

常務執行役員 綾 田 巖 東京建築支店長

常務執行役員 小 林 義 明 九州支店長

常務執行役員 大 沼 良 文 土木部門担当

常務執行役員 中 伸 好 建築部門担当

常務執行役員 大 内 久 夫 土木部門担当

常務執行役員 髙 野 一 男 土木部門担当

常務執行役員 原 田 泰 明 東京土木支店長

※常務執行役員 滝 本 義 久 安全環境本部長 兼 総合監査部担当

※常務執行役員 齋 藤 雅 文 建築部門建築本部長

執 行 役 員 西 村 清 和 東京建築支店副支店長

執 行 役 員 柿 本 泰 二 国際事業本部長

※執 行 役 員 佐々木 邦 彦 人事部長 兼 経営管理本部副本部長

執 行 役 員 山 下 純 男 名古屋支店長

執 行 役 員 澤 畑 誠 東北支店長

執 行 役 員 中 山 信 也 建築部門都市開発本部長

執 行 役 員 吉 川 尚 雅 東京建築支店副支店長

執 行 役 員 河 内 政 巳 土木部門土木本部副本部長

執 行 役 員 荒 木 正 美 四国支店長

執 行 役 員 中 田 隆 志 札幌支店長

執 行 役 員 長 富 理 中国支店長

執 行 役 員 都 甲 明 彦 国際事業本部副本部長 兼 シンガポール営業所長 兼 インドネシア営業所長

執 行 役 員 中 澤 貴 志 大阪支店長

執 行 役 員 小 林 義 和 建築部門担当

(注) 1. ※は取締役兼務者です。

2. 当事業年度中の執行役員の異動は次の通りです。

(1) 平成20年４月１日に、井田潔志氏が専務執行役員に、原田泰明氏、滝本
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　 義久氏、齋藤雅文氏が常務執行役員に、河内政巳氏、荒木正美氏、中田

隆志氏、長富 理氏、都甲明彦氏が執行役員に就任いたしました。

(2) 平成20年６月３日に、小倉隆夫氏は逝去のため執行役員を退任いたしま

した。

(3) 平成20年６月３日に、中澤貴志氏が執行役員に就任いたしました。

(4) 平成20年６月27日に、小林義和氏が執行役員に就任いたしました。

(5) 平成21年３月31日に、江頭素樹氏、大沼良文氏が常務執行役員を退任い

たしました。

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

　 取締役及び監査役の報酬の額は次の通りです。

取締役 ９人 209百万円 （うち社外取締役 １名 15百万円）

監査役 ５人 46百万円 （うち社外監査役 ４名 27百万円）

(注) 1. 監査役の支給人員と支給額には期中に退任した監査役を含めております。

2. 当社は平成19年５月に役員退職慰労金制度を廃止し、平成19年６月28日開

催の第57期定時株主総会終結後引き続き在任する取締役及び監査役に対し

ては、平成19年６月までの在任期間に対応するものとして退職慰労金を各

氏の退任時に贈呈することを決議しました。これに基づき、上記のほか、

前期中に退任した取締役１名に対し13百万円、及び当期中に退任した監査

役（社外監査役）１名に対し４百万円の退職慰労金をそれぞれ支給してお

ります。

　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職の状況等

氏 名 兼任の職務 会 社 名

小 松 孝 明

代表取締役社長 　平成総合サービス株式会社

社外監査役 　片倉工業株式会社

社外取締役 　トーア再保険株式会社

笹 野 真 民 理事長 　財団法人明治安田こころの健康財団

　 ② 主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

友 田 順 久
当事業年度に開催した取締役会26回中26回に出席し、議案審

議等に必要な発言を適宜行いました。

黒 川 薫
当事業年度に開催した取締役会26回中26回に、監査役会12回

中12回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行いました。

小 松 孝 明
当事業年度に開催した取締役会26回中21回に、監査役会12回

中12回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行いました。

笹 野 真 民
就任後開催の取締役会19回中18回に、監査役会9回中9回に出

席し、議案審議等に必要な発言を適宜行いました。
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　　 ③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、定款の規定に基づいて、社外役員との間に、社外役員の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度

額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　 新日本有限責任監査法人

(注) 新日本監査法人は、平成20年７月１日付で有限責任監査法人に移行したことに

より、新日本有限責任監査法人となっております。

　(2) 当事業年度に係わる会計監査人の報酬等の額

報酬等の額

①当社の当事業年度に係わる会計監査人の報酬等の額 94百万円

　 公認会計士法第２条第１項の業務に係わる報酬等の額 94百万円

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係わる報酬等の額 0百万円

②当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 94百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監

査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明

確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、これらの合計

額をそのまま記載しております。

2. 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業

務（非監査業務）として、海外競争入札における要約財務情報等の証明業

務を委託し、対価を支払っております。

3. 報酬等の額は、消費税等抜きの金額で記載しております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計

監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監

査役会の合意または請求により、会計監査人の解任または不再任に関する議題を

株主総会に提案します。
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　6. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　 その他の業務の適正を確保するための体制

　当社は、会社法第362条第５項に従い、平成18年５月８日開催の取締役会におい

て、業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制システム）の整備方針を

決議いたしました。また、コンプライアンスを含めたリスク管理体制の一層の徹底

ならびに子会社を含めたグループ全体の実効ある内部統制システムの構築の整備・

実施状況を踏まえ、さらなる遂行を図るため、平成19年５月・平成20年５月の見直

しに引き続き、平成21年４月24日開催の取締役会において、同方針を下記の内容に

改定しております。

　 (内部統制システムに関する基本方針)

　当社は、誠実で透明性の高い経営活動の推進が不可欠と考え、CSR（企業の社会的

責任）を重視した経営理念を策定している。その経営理念の実現を図るべく、取締

役及び取締役会はリスク管理の徹底及び法令等の遵守、並びに業務の適正かつ効率

的な遂行を確保するため、経営活動に関わるすべての行動について会社法に基づき、

内部統制基本方針を策定し、これを実施する。(会社法第362条第４項第６号）

　(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　 (会社法施行規則第100条第１項第１号）

　取締役の業務執行について取締役会規則及び社内規則に則り、取締役会議事録、

重要な会議の記録等情報の適切な保存及び管理を行う。

　(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　 (会社法施行規則第100条第１項第２号）

① リスク管理規則、対策本部規定を定め、それに則りコンプライアンス、財務、

情報、品質安全衛生環境、事業継続等に関するリスク管理体制を整備・運用し、

損失の危険の管理を行う。また、必要に応じ研修の実施、マニュアルの作成・

配布等を行う。

② リスクマネジメント委員会は、リスクマネジメントの推進を図り、内部監査

部門の監査等を通じて、リスク管理体制の継続的改善に取り組む。

③ リスクマネジメント委員会によるリスク管理体制の下、役職員はリスク発生

時に迅速な情報伝達及び緊急時の対応を迅速・適切に行う。また、同委員会は

適宜対策本部を設置し、損害の拡大等を防止し、これを最小限に止める活動を

行う。

　(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　 (会社法施行規則第100条第１項第３号）

　取締役による業務執行を適正かつ効率的に行うため、取締役会規則、執行役員
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　 制度、執行役員規則及び決裁権限基準等社内規則を整備し、もって取締役会の活

性化と意思決定の迅速化を図る。

(4) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　 (会社法第362条第４項第６号）(会社法施行規則第100条第１項第４号）

① 取締役会は、取締役その他役職員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するため、CSR基本方針、行動規範を定め、企業倫理を確立し、反社会

的勢力排除も含め、コンプライアンスの徹底を図る。

② リスクマネジメント委員会は、コンプライアンスの基本方針またはガイドラ

インを策定し、会社全体のコンプライアンスの推進を図る。各業務執行部門は、

同委員会の方針に従い、研修の実施等により、コンプライアンスの推進を図る。

③ 取締役会は、取締役及び使用人に、業務の執行状況を定期的且つ必要に応じ

て適宜報告させ、取締役及び使用人の職務における法令、定款及び社内規則の

遵守状況を把握する。これにより、法令違反等を未然に防止すべく努めるとと

もに、万一、法令違反等が発生した場合には、違反者を厳正に処分するととも

に、更に再発防止のための社内体制を整備し、運用する。

④ 内部監査部門は、社内規則に則り、内部監査を実施し、使用人の職務におけ

る法令、定款及び社内規則の遵守状況並びにその他業務の遂行状況を検証し、

その結果を取締役会に報告する。

⑤ コンプライアンスに関し、法令違反等の事実の通報を行わせる公益通報者保

護法の趣旨を社内に周知・徹底させるとともに企業不祥事を未然に防止するた

めコンプライアンス相談窓口を設置する。

(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適

正を確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５号）

① 取締役会は、取締役会規則に則り、グループ会社の経営方針・経営計画その

他経営に関する重要事項を決議し、当社を含めたグループ全体の業務の適正を

確保するための体制を整備する。

② 取締役会は、金融商品取引法その他の法令・指針等に従い、当社及びグルー

プ会社の財務報告の信頼性、有効性を確保するための体制を整備し、当該統制

システムの評価を継続的に行う。

③ 取締役または執行役員は、関係会社管理規定に従い、グループ会社に対して

業務執行における重要事項について報告を求めるとともに必要に応じて協議す

る。

④ グループ会社各社にコンプライアンス委員会を設置し、研修等を通じてコン

プライアンスの周知・徹底を図る。また、その業態に応じて規則の整備等を行

う。

⑤ 内部監査部門は、取締役会において決議されたグループ会社の経営方針並び
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　 に関係会社管理規定に基づき、内部監査規則に則り、グループ会社の業務遂行

状況及び管理等の適正さについて監査を行い、その結果を取締役会に報告する。

　(6) 監査役に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第１号～第４号）

1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　監査役または監査役会が求めた場合には、取締役、執行役員等の指揮命令に

属さない使用人を選任する。

　 2) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　補助すべき使用人に関する人事異動等については、監査役または監査役会の

事前承認を必要とする。

3) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

① 取締役及び使用人は、法令・定款に違反するおそれのある事項等企業経営

に影響を及ぼす重要な事項について規則を整備し、これに則り監査役に報告

する。

　 ② 内部監査部門は、内部監査に関する結果について監査役に報告する。

　 4) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役及び監査役会は内部監査部門と随時連絡、連携を行い、必要に応じ、

その他関係部門に協力を求めることができる。

② 監査役は業務の適正を確保するために重要な会議へ出席することができる。
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　7. 株式会社の支配に関する基本方針

　 (当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針)

　上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認めら

れており、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった

場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の意思に

より判断されるべきであると考えております。

　しかしながら、近年、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣

の賛同を得ることなく、一方的に大規模買付行為又はこれに類似する行為を強行

する動きが顕在化しております。

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本

理念、企業価値のさまざまな源泉、ならびに当社を支えるステークホルダーとの

信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に

確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価

値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又は

これに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

として不適切であると考えます。

　そのため、当社取締役会は、万一、当社の支配権の移転を伴う大量買付を意図

する者が現れた場合は、買付者に買付の条件ならびに買収した場合の経営方針、

事業計画等に関する十分な情報を提供させ、当社の取締役会や株主がその内容を

検討し、あるいは当社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間を確保す

ることが、最終判断者である株主の皆様に対する当社取締役会の責務であると考

えております。

　 (基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための具体的な取組み)

　上記基本方針に基づき、平成19年６月28日開催の定時株主総会において株主の

皆様からご承認をいただいて導入いたしました、特定株主グループによる当社株

式の大規模買付行為に対する対応策（以下、「本プラン」といいます。）において

は、①事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②

取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するという

ルールを設定しております。本プランの詳細は、インターネット上の当社ウェブ

サイト（http://www.penta-ocean.co.jp/ir/）に掲載しております。

　当社は、本プランを、今後とも引き続き堅持し、株主の皆様の公平な利益の確

保に努める所存です。
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　　 (当該取組みが、株主の共同の利益を損なうものでなく、会社役員の地位の維持を

目的とするものでない理由)

　本プランは、上述の通り、平成19年６月28日開催の定時株主総会において、ご

賛同いただいたものです。本プランの有効期間は、決議から３年間（平成22年６

月に開催予定の定時株主総会時まで）であり、それ以前であっても、株主総会も

しくは取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、その時点

で廃止されます。

　本プランは、取締役会の決議によりいつでも廃止することができるため、取締

役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策（デ

ッドハンド型）ではありません。また、定款で取締役の任期を１年と定めており、

期差任期制を採用していないため、発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策

（スロー・ハンド型）でもありません。

　さらに、本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足された

場合のみ、発動されるように設定されております。その発動及び廃止等の運用に

際しての客観的な諮問機関として、社外取締役及び社外監査役よりなる独立委員

会を設置しており、取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保

されています。

　したがいまして、本プランは株主の共同の利益を損なうものでなく、会社役員

の地位の維持を目的とするものではありません。

― 22 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2009年06月05日 08時54分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.10 20081020_01）



　8. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、将来に備え経営基盤の強化を図るとともに、経営環境や業績などを勘案

し、可能な範囲で、株主の皆様に対して長期的かつ安定的に配当することを基本方

針としております。また、内部留保につきましては、技術開発や設備投資等、企業

価値向上のための投資等に活用し、将来の事業発展を通じて、株主の皆様に還元さ

せていただくこととしております。

　なお、当期の株主配当につきましては、経常利益70億円を計上したものの、株式

市場急落による投資有価証券評価損57億円等、特別損失75億円を計上したことから、

最終損益が当期純損失31億円となり、当期末の純資産が前期末に比べ13億円減少し

たことから、内部留保の充実を図るため、無配とさせていただきます。株主の皆様

には、平成14年度以降７期連続して無配が続いておりますことを、深くお詫び申し

上げます。

　次期、すなわち第60期（平成22年３月期）につきましては、厳しい経営環境では

ありますが、臨海部ナンバーワン企業として本業収益を確保し、１株当たり２円の

配当を行う所存です。引き続き、中期経営計画「Advance 21」に掲げる業績目標の

達成と次年度の復配に向け、役職員一丸となって取り組んでまいりますので、何卒

ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。ま
た、比率等は表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2009年06月05日 08時54分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.10 20081020_01）



　 連 結 貸 借 対 照 表
(平成21年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) 339,587 (負 債 の 部) 285,760

Ⅰ 流 動 資 産 247,089 Ⅰ 流 動 負 債 240,151

現 金 預 金 38,363 支払手形・工事未払金等 121,861

受取手形・完成工事未収入金等 140,926 短 期 借 入 金 69,656

有 価 証 券 94 未 払 法 人 税 等 784

未成工事支出金等 18,268 未成工事受入金等 25,467

た な 卸 不 動 産 22,614 完成工事補償引当金 602

未 収 入 金 17,598 賞 与 引 当 金 1,624

繰 延 税 金 資 産 7,084 工 事 損 失 引 当 金 618

そ の 他 3,264 そ の 他 19,536

貸 倒 引 当 金 △1,124

Ⅱ 固 定 資 産 92,497 Ⅱ 固 定 負 債 45,608

(1) 有形固定資産 58,742 長 期 借 入 金 35,514

建 物 ・ 構 築 物 10,901 再評価に係る繰延税金負債 7,200

機械、運搬具及び工具器具備品 11,806 退 職 給 付 引 当 金 591

土 地 35,933 役員退職慰労引当金 171

建 設 仮 勘 定 46 開発事業損失引当金 1,020

そ の 他 54 そ の 他 1,110

(純 資 産 の 部) 53,827

(2) 無形固定資産 555 Ⅰ 株 主 資 本 48,832

資 本 金 28,070

(3) 投資その他の資産 33,199 資 本 剰 余 金 20,106

投 資 有 価 証 券 13,013 利 益 剰 余 金 677

長 期 貸 付 金 526 自 己 株 式 △22

繰 延 税 金 資 産 8,656 Ⅱ  評価・換算差額等 3,355

そ の 他 15,423 その他有価証券評価差額金 △225

貸 倒 引 当 金 △4,420 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △30

土地再評価差額金 3,516

為替換算調整勘定 94

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 1,639

資 産 合 計 339,587 負 債 純 資 産 合 計 339,587
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　 連 結 損 益 計 算 書

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高

完 成 工 事 高 384,823

開 発 事 業 等 売 上 高 13,662 398,485

Ⅱ 売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 357,282

開 発 事 業 等 売 上 原 価 12,327 369,609

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 27,541

開 発 事 業 等 総 利 益 1,335 28,876

Ⅲ 販売費及び一般管理費 18,054

営 業 利 益 10,821

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 203
受 取 配 当 金
持 分 法 に よ る 投 資 利 益

296
4

不 動 産 賃 貸 料 75

そ の 他 315 895

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,093

為 替 差 損 639

そ の 他 910 4,643

経 常 利 益 7,073

Ⅵ 特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 25

固 定 資 産 売 却 益 603

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 220

そ の 他 211 1,060

Ⅶ 特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 40

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,767

開 発 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,020

そ の 他 976 7,804

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 330

法人税、住民税及び事業税 816

法 人 税 等 調 整 額 2,862 3,678

少 数 株 主 損 失 10

当 期 純 損 失 3,336
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　 連結株主資本等変動計算書

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

前 期 末 残 高 28,070 20,106 3,991 △20 52,147

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △3,336 △3,336

土地再評価差額金取崩額 23 23

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 - - △3,313 △1 △3,315

当 期 末 残 高 28,070 20,106 677 △22 48,832

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主
持 分

純 資 産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等
合 計

前 期 末 残 高 △1,973 △32 3,539 170 1,703 11 53,862

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △3,336

土地再評価差額金取崩額 23

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

1,748 2 △23 △75 1,652 1,627 3,280

当 期 変 動 額 合 計 1,748 2 △23 △75 1,652 1,627 △35

当 期 末 残 高 △225 △30 3,516 94 3,355 1,639 53,827
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　 連 結 注 記 表

1. 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示している。

2. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1) 連結の範囲

　 ① 連結子会社の数 27社

　 すべての子会社を連結している。

　 主要な連結子会社の名称

　 五栄土木㈱、洋伸建設㈱、九州洋伸建設㈱、ペンタビルダーズ㈱、警固屋船渠㈱

　 ② 連結の範囲の変更

新規設立により一般社団法人コースト・クリエーションを、また持分取得により合同会社ニ

ューポート・デベロップメントを、それぞれ連結の範囲に含めた。

　(2) 持分法の適用

　 ① 持分法適用会社の数 ３社

　 すべての関連会社に対する投資について、持分法を適用している。

　 持分法適用会社の名称

　 ジャイワット㈱、羽田空港国際線エプロンＰＦＩ㈱、宮島アクアパートナーズ㈱

　 ② 持分法適用の範囲の変更

          新規設立により宮島アクアパートナーズ㈱を持分法適用の範囲に含めた。

　(3) 連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社８社の決算日は12月31日である。連結計算書類作成にあたっ

ては、同決算日現在の計算書類を使用している。ただし１月１日から３月31日までの期間に発生

した重要な取引については連結上必要な修正を行っている。

また、連結子会社のうち１社の決算日は11月30日であり、連結決算日現在で本決算に準じた仮決

算を行った計算書類を基礎としている。

上記以外の連結子会社18社の決算日は連結計算書類提出会社と同一である。

　(4) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの……………

 

決算期末日の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

 動平均法により算定）

時価のないもの…………… 移動平均法による原価法

② デリバティブ………………… 時価法

なお、ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっている。
③ たな卸資産

未成工事支出金…………… 個別法による原価法

たな卸不動産………………個別法による原価法

材料貯蔵品………………… 先入先出法による原価法

なお、未成工事支出金を除くたな卸資産の連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定している。
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　　(5) 重要な固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）………… 当社及び国内連結子会社は主として定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によ

っており、在外連結子会社は主に定額法を採用している。

　 なお、耐用年数及び残存価額は主として法人税法の定めと同一の基準によっている。

② 無形固定資産（リース資産を除く）………… 定額法

　 ただし、採掘権については生産高比例法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっている。

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るもの）…………定額法

なお、耐用年数はリース期間とし、残存価額は零としている。

（会計処理の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっていたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号 平成19年3月30日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号 平成19年3月30日改正）を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ている。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用している。これによる営

業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微である。

④ 長期前払費用………………… 定額法

　(6) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を基礎にした将来

の貸倒損失の発生見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上している。

　 ② 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績を基礎に将来の瑕疵補償見込を加味

して計上している。

　 ③ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給対象期間基準を基礎とした支給見込額

を計上している。

　 ④ 工事損失引当金

当連結会計年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて将来の損失に備える

ため、その損失見込額を計上している。

　 ⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上している。

なお、一部の連結子会社の退職一時金制度については簡便法（期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法）によって計上している。

　会計基準変更時差異については、15年で均等按分した額を費用処理している。

過去勤務債務は全額発生時の損益として計上することとしており、各連結会計年度の数理計算

上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法に

より、翌連結会計年度から費用処理することとしている。
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　　 ⑥ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定（内規）に基

づく連結会計年度末要支給額を計上している。

　 ⑦ 開発事業損失引当金

関係会社における開発事業の損失に備えるため、関係会社の資産内容、事業計画等を個別に検

討し、損失が発生することが見込まれる額を計上している。

　(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 ① 売上高の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

している。

（会計処理の変更）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額が１億円以上で、かつ工期が１年

を超える工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用してい

たが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）が平成

21年4月1日より前に開始する連結会計年度から適用できることになったことに伴い、当連結会

計年度からこれらの会計基準等を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会

計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してい

る。これにより、従来の方法によった場合と比べ、売上高は18,031百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ1,220百万円増加している。

　 ② 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

　(8) 連結子会社の資産及び負債の評価方法

　 連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評価法によっている。

3. 表示方法の変更

　(1) 前連結会計年度において特別利益の「その他」に含めて表示していた「固定資産売却益」（前連

結会計年度140百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年度より

区分掲記している。

　(2) 前連結会計年度において特別利益の「前期損益修正益」に含めて表示していた「貸倒引当金戻入

額」（前連結会計年度42百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計

年度より区分掲記している。

　(3) 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価損」

（前連結会計年度27百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年度

より区分掲記している。

　(4) 前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の「貸倒引当金繰入額」（当連結会計年度653

百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年度より特別損失の「そ

の他」に含めて表示している。

　(5) 前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の「減損損失」（当連結会計年度34百万円）

は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当連結会計年度より特別損失の「その他」に

含めて表示している。

4. 連結貸借対照表関係
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　(1) 有形固定資産の減価償却累計額 77,732百万円

　(2) 担保に供している資産

　 下記資産は工事契約保証金の代用等として差入れている。

　 有価証券 １百万円

　 投資有価証券 178百万円

　 たな卸不動産（信託受益権） 4,684百万円

　 建物 96百万円

　 土地 66百万円

なお、上記担保のうち、たな卸不動産（信託受益権）、土地及び建物に対応する債務は短期借入

金3,300百万円である。

　(3) 保証債務

　 銀行借入金保証 1,631百万円

　 住宅分譲前金保証 548百万円

(4) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、平成12年３月31日付で事

業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に対する税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額3,516百万円を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上している。

なお、再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額は、

10,765百万円である。

5. 連結株主資本等変動計算書関係

　発行済株式の種類及び総数 普通株式 245,763千株

6. 一株当たり情報

(1) 一株当たりの純資産 212円 43銭

(2) 一株当たりの当期純損失 13円 58銭

7. 重要な後発事象

　 該当事項なし。
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　　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成21年５月18日
五洋建設株式会社

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高  橋  秀  法 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 櫻 井   均 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 川 政 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、五洋建設株式会社の平成
20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査
法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表
示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、五洋建設株式会社及び連結子会社から成る企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

追記情報
連結注記表の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項」の（７）

その他連結計算書類作成のための重要な事項①売上高の計上基準に記載されて
いるとおり、会社は当連結会計年度より工事契約に関する会計基準を適用して
いるため、同会計基準により連結計算書類を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　 貸 借 対 照 表
(平成21年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) 308,077 (負 債 の 部) 260,739

Ⅰ 流 動 資 産 224,604 Ⅰ 流 動 負 債 216,319

現 金 預 金 32,078 支 払 手 形 17,671

受 取 手 形 3,084 工 事 未 払 金 96,464

完成工事未収入金 128,584 短 期 借 入 金 58,621

有 価 証 券 94 未 払 金 1,241

販 売 用 不 動 産 11,496 未 払 法 人 税 等 306

未 成 工 事 支 出 金 14,600 未 成 工 事 受 入 金 23,512

開発事業等支出金 4,536 預 り 金 12,586

材 料 貯 蔵 品 1,076 完成工事補償引当金 565

短 期 貸 付 金 2,087 賞 与 引 当 金 1,400

未 収 入 金 18,824 工 事 損 失 引 当 金 450

繰 延 税 金 資 産 6,785 そ の 他 3,498

そ の 他 2,276

貸 倒 引 当 金 △923 Ⅱ 固 定 負 債 44,419

Ⅱ 固 定 資 産 83,472 長 期 借 入 金 35,435

(1) 有 形 固 定 資 産 48,355 再評価に係る繰延税金負債 7,200

建 物 ・ 構 築 物 9,908 退 職 給 付 引 当 金 220

機 械 ・ 運 搬 具 3,605 関係会社開発事業損失引当金 1,105

工 具 器 具 ・ 備 品 419 そ の 他 458

土 地 34,322

リ ー ス 資 産 54

建 設 仮 勘 定 45 (純 資 産 の 部) 47,338

(2) 無 形 固 定 資 産 501 Ⅰ 株 主 資 本 44,055

(3) 投資その他の資産 34,615 (1) 資 本 金 28,070

投 資 有 価 証 券 12,841 (2) 資 本 剰 余 金 20,106

関 係 会 社 株 式 1,327 資 本 準 備 金 10,000

その他の関係会社有価証券 838 その他資本剰余金 10,106

長 期 貸 付 金 478 (3) 利 益 剰 余 金 △4,099

開 発 事 業 出 資 金 6,943 その他利益剰余金 △4,099

破産債権、更生債権等 3,850 繰 越 利 益 剰 余 金 △4,099

長 期 前 払 費 用 232 (4) 自 己 株 式 △22

繰 延 税 金 資 産 8,318 Ⅱ 評価・換算差額等 3,283

そ の 他 3,830 　 (1) その他有価証券評価差額金 △222

貸 倒 引 当 金 △4,046
(2) 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △9

(3) 土地再評価差額金 3,516

資 産 合 計 308,077 負 債 純 資 産 合 計 308,077
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　 損 益 計 算 書

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

(単位：百万円)

科 目 金 額

Ⅰ 売 上 高

完 成 工 事 高 365,358

開 発 事 業 等 売 上 高 1,195 366,553

Ⅱ 売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 339,140

開 発 事 業 等 売 上 原 価 1,513 340,654

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 26,217

開 発 事 業 等 総 損 失 318 25,899

Ⅲ 販売費及び一般管理費 16,204

営 業 利 益 9,695

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 1,537

そ の 他 315 1,852

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,102

為 替 差 損 590

そ の 他 773 4,466

経 常 利 益 7,081

Ⅵ 特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 15

固 定 資 産 売 却 益 304

保 険 差 益 121

受 取 和 解 金 88

そ の 他 0 529

Ⅶ 特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 40

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,765

関係会社開発事業損失引当金繰入額 1,020

そ の 他 719 7,545

税 引 前 当 期 純 利 益 65

法人税、住民税及び事業税 316

法 人 税 等 調 整 額 2,865 3,181

当 期 純 損 失 3,116
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　 株主資本等変動計算書

（自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

その他
利 益
剰余金 利 益

剰余金
合 計資 本

準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

繰 越
利 益
剰余金

前 期 末 残 高 28,070 10,000 10,106 20,106 △1,005 △1,005 △20 47,150

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △3,116 △3,116 △3,116

土地再評価差額金取崩額 23 23 23

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △3,093 △3,093 △1 △3,094

当 期 末 残 高 28,070 10,000 10,106 20,106 △4,099 △4,099 △22 44,055

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

前 期 末 残 高 △1,972 △7 3,539 1,559 48,710

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △3,116

土地再評価差額金取崩額 23

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

1,749 △2 △23 1,723 1,723

当 期 変 動 額 合 計 1,749 △2 △23 1,723 △1,371

当 期 末 残 高 △222 △9 3,516 3,283 47,338
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　 個 別 注 記 表

1. 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示している。

2. 重要な会計方針

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………………決算期末日の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

 動平均法により算定)

時価のないもの………………移動平均法による原価法

なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持ち

分相当額を純額で取り込む方法によっている。

ただし、匿名組合出資金のうち、関係会社に該当するものに

ついては、「その他の関係会社有価証券」に計上している。
② デリバティブ……………………時価法

なお、ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっている。
③ たな卸資産

販売用不動産……………………個別法による原価法

未成工事支出金…………………個別法による原価法

開発事業等支出金………………個別法による原価法

材料貯蔵品………………………先入先出法による原価法

なお、未成工事支出金を除くたな卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定している。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）………… 定率法

　 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

　 なお、耐用年数及び残存価額は法人税法の定めと同一の基準によっている。

② 無形固定資産（リース資産を除く）………… 定額法

　 ただし、採掘権については生産高比例法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっている。

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るもの）…………定額法

なお、耐用年数はリース期間とし、残存価額は零としている。

（会計処理の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっていたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13

号 平成19年3月30日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号 平成19年3月30日改正）を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によってい

る。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
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　 いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用している。これによる

営業利益、経常利益、税引前当期純利益に与える影響は軽微である。

④ 長期前払費用……………………定額法

　(3) 引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を基礎にした将

来の貸倒損失の発生見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

　 ② 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績を基礎に将来の瑕疵補償見込を加味

して計上している。

　 ③ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給対象期間基準を基礎とした支給見込額

を計上している。

　 ④ 工事損失引当金

当事業年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて将来の損失に備えるた

め、その損失見込額を計上している。

　 ⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上している。

なお、会計基準変更時差異については、15年で均等按分した額を費用処理している。

過去勤務債務は全額発生時の損益として計上することとしており、各事業年度の数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理することとしている。

　 ⑥ 関係会社開発事業損失引当金

関係会社における開発事業の損失に備えるため、関係会社の資産内容、事業計画等を個別に検

討し、当社が損失を負担することが見込まれる額を計上している。

　(4) 完成工事高の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用してい

る。

（会計処理の変更）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額が１億円以上で、かつ工期が１年

を超える工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用してい

たが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）が平成

21年4月1日より前に開始する事業年度から適用できることになったことに伴い、当事業年度か

らこれらの会計基準等を適用し、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進

捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。これにより、従

来の方法によった場合と比べ、売上高は12,867百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ826百万円増加している。

　(5) 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。
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3. 表示方法の変更

　(1) 前事業年度において特別利益の「その他」に含めて表示していた「固定資産売却益」（前事業年

度47百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より区分掲記してい

る。

　(2) 前事業年度において特別利益の「その他」に含めて表示していた「保険差益」(前事業年度0百万

円)は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より区分掲記している。

　(3) 前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示していた「関係会社開発事業損失引当金

繰入額」（前事業年度2百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度よ

り区分掲記している。

　(4) 前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券評価損」（前事

業年度27百万円）は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より区分掲記し

ている。

　(5) 前事業年度において区分掲記していた特別損失の「貸倒引当金繰入額」（当事業年度425百万円）

は、金額的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より特別損失の「その他」に含め

て表示している。

　(6) 前事業年度において区分掲記していた特別損失の「減損損失」（当事業年度24百万円）は、金額

的重要性及び区分掲記の必要性を見直して、当事業年度より特別損失の「その他」に含めて表示し

ている。

4. 貸借対照表関係

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 53,654百万円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権 4,308百万円

　 関係会社に対する長期金銭債権 335百万円

　 関係会社に対する短期金銭債務 7,687百万円

　 関係会社に対する長期金銭債務 47百万円

　(3) 退職給付信託

　 項 目 　 一時金制度 確定給付企業年金制度

　 退職給付信託控除前引当金 6,021百万円 2,080百万円

　 退職給付信託設定額 5,800百万円 2,754百万円

　 退職給付信託控除後引当金 220百万円 ―

　 退職給付信託控除後前払年金費用 ― 673百万円

　(4) 担保に供している資産

　 下記資産は、工事契約保証金等の代用として差入れている。

　 有価証券 1百万円

　 投資有価証券 154百万円

　 関係会社株式 75百万円

　(5) 保証債務

　 銀行借入金保証 10,614百万円

　 住宅分譲前金保証 548百万円

(6) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、平成12年３月31日（第50

期）付で事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に対する税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額3,516百万円を「土地再評価差額金」
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　 として純資産の部に計上している。

なお、再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額は、

10,765百万円である。

5. 損益計算書関係

(1) 工事進行基準による完成工事高 301,466百万円

(2) 関係会社との取引高

　 売上高のうち関係会社に対する部分 2,396百万円

　 売上原価のうち関係会社からの仕入高 25,911百万円

　 関係会社との営業取引以外の取引高 1,342百万円

6. 株主資本等変動計算書関係

　自己株式の種類及び数 普通株式 95千株

7. 税効果会計

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　繰延税金資産

　 繰越欠損金 7,688百万円

　 販売用不動産等評価損 5,075百万円

　 投資有価証券評価損 2,078百万円

　 その他 5,307百万円

　繰延税金資産小計 20,149百万円

　評価性引当額 △4,753百万円

　繰延税金資産合計 15,396百万円

　繰延税金負債

　 前払年金費用 △274百万円

　 その他 △17百万円

　繰延税金負債合計 △292百万円

　繰延税金資産の純額 15,104百万円

8. リースにより使用する固定資産

　 貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している電子計算機等がある。

9. 関連当事者との取引

　 子会社

属性 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

子会社
ペンタオーシャ
ン・ドレッジン
グ・パナマ社

100％
（―）

当社グループに
対して船舶等の
賃 貸 を し て い
る。なお、当社
において債務保
証をしている。

保証債務 6,064
百万円

― ―

取引条件及び取引条件の決定方針

ペンタ・オーシャン・ドレッジング・パナマ社の銀行借入金につき、債務保証を行ったものである。
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10. 一株当たり情報

(1) 一株当たりの純資産 192円 69銭

(2) 一株当たりの当期純損失 12円 68銭

11. 重要な後発事象

　 該当事項なし。
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　　会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成21年５月18日
五洋建設株式会社

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 橋 秀 法 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 櫻 井      均 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 川 政 人 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、五洋建設株式会社
の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成
責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属
明細書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査
は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として
意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

追記情報
個別注記表の「重要な会計方針」の（４）完成工事高の計上基準に記載され

ているとおり、会社は当事業年度より工事契約に関する会計基準を適用してい
るため、同会計基準により計算書類及びその附属明細書を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　　監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第59期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使
用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）の状況を監視及び検証いたしました。なお、財務報告に係る内部統
制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価
及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。事業報
告に記載されている会社法施行規則第127条第１号の基本方針及び第２号の各取
組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に
ついて検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書
について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事
業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし
ました。
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2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。
なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点に
おいて重要な欠陥はない旨の報告を取締役等及び新日本有限責任監査法
人から受けております。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する
者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま
せん。事業報告に記載されている会社法施行規則第127条第２号の各取組
みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損な
うものではなく、かつ、当社の役員の地位の維持を目的とするものでは
ないと認めます。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　 平成21年５月20日
五洋建設株式会社 監査役会

常勤監査役 川 本 宏 祐 ㊞
常勤監査役 黒 川 薫 ㊞
監査役 小 松 孝 明 ㊞
監査役 笹 野 真 民 ㊞

(注) 監査役黒川薫、監査役小松孝明、及び監査役笹野真民は、会社法第２条第16号
及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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　 株主総会参考書類

議案及び参考事項
　第１号議案 剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、繰越利益剰余金の欠損を解消することを目的と

して会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金で繰越利益剰余金を欠損

填補したいと存じます。

剰余金の処分に関する事項

(1) 増加する剰余金の項目とその額

　繰越利益剰余金 4,099,056,884円

(2) 減少する剰余金の項目とその額

　その他資本剰余金 4,099,056,884円

なお、第59期は、投資有価証券評価損、関係会社開発事業損失引当金繰入額

など、75億円の特別損失を計上したことなどにより、31億円の当期純損失とな

りました。その結果、繰越利益剰余金も40億円の欠損と大幅に減少いたしまし

た。したがいまして、株主の皆様には誠に申し訳ございませんが、剰余金の配

当につきましては無配とさせていただきたく存じます。
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　　第２号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

(1) 当社事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るため、現行定款第２条に

所要の変更を行なうものであります。

(2) 「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法

律等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号）が平成21年１月５日に

施行され、上場会社の株券が一斉に電子化されたことに伴い、現行定款第

７条の株券を発行する旨の規定、第８条第２項の単元未満株券不発行に関

する規定、第９条の実質株主名簿及び第14条の実質株主に係る規定が不要

となりますので、これらの規定を削除するものであります。

(3) 株券電子化に対応するための株式取扱規則の改正により、株主権（請求・

届出、少数株主権等）の行使の手続きに関する事項が株式取扱規則に定め

られていることを明確にするため、現行定款第10条に「株主権行使の手続

きその他」の文言を追加するものであります。

(4) 平成22年１月６日をもって失効する現行定款第９条第３項の株券喪失登録

簿に係る規定を移設するため、附則の新設を行なうものであります。

(5) 上記のほか、条数の繰り上げ等所要の変更を行なうものであります。

２．変更の内容

(下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 定 款 変 更 案

第一章 総 則

(目 的)

第２条 当会社は次の事業を営むことを

目的とする｡

1. 建設工事の企画、調査、設計、

積算、監理、施工及びコンサル

ティング業務の請負

2. 橋梁工事及び鉄構物、各種鉄工

品の設計、積算、製造、加工、

据付、販売、修理並びにコンサ

ルティング業務の請負

3. 地域開発、都市開発の事業及び

これに関する企画、調査、設計、

積算、監理、施工並びにコンサ

ルティング業務の請負

第一章 総 則

(目 的)

第２条 当会社は次の事業を営むことを

目的とする｡

1.      (現行どおり)

2.      (現行どおり)

 

3.      (現行どおり)
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　 現 行 定 款 定 款 変 更 案

4. 海中土木工事及び特殊海中構造

物の企画、調査、研究、技術開

発、設計、積算、監理、施工並

びにコンサルティング業務の請

負

5. 緑化造園事業

6. 不動産の売買、交換、賃貸借、

仲介、管理及び鑑定

　 (新 設)

7. 土地の造成及び販売並びに土地

造成工事の受託

8. 住宅、宅地の建設、販売、賃貸

借及び管理

9. 建設用の資材、機器、機械装置

の売買、賃貸借、修理及び輸出

入

10. 船舶の設計、製造、修理、販売

及びこれらに関するコンサルテ

ィング業務

11. プラント設備及びこれに関する

加工部分材料の企画、調査、設

計、製造、監理、建設及びコン

サルティング業務の請負

12. 砂利、砂、土石の採取及び販売

13. 環境整備、公害防止の諸施設に

関する企画、調査、設計、積算、

監理、施工及びコンサルティン

グ業務の請負

14. 風力発電・熱発電に関する機器

装置の企画、調査、設計、製造、

施工、監理、賃貸、売買及びコ

ンサルティング業務、並びに電

気及び熱の供給事業

4.      (現行どおり)

 

5.      (現行どおり)

6.      (現行どおり)

7. 不動産関連の特別目的会社及び

不動産投資信託に対する出資、

出資持分の売買並びに不動産特

定共同事業

8.      (現行どおり)

9.      (現行どおり)

10.     (現行どおり)

11.     (現行どおり)

12.     (現行どおり)

13.     (現行どおり)

14.     (現行どおり)

15.     (現行どおり)
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　 現 行 定 款 定 款 変 更 案

15. 産業廃棄物・一般廃棄物の収集、

運搬及び処理並びにリサイクル

施設の企画、調査、設計、施工、

監理及びコンサルティング業務

16. 省電力のための設備機器に関す

る企画、調査、設計、施工、監

理、賃貸、売買及びコンサルテ

ィング業務

17. 測量

18. 建設技術のノーハウ、パテント

の売買及び賃貸借

19. 医療施設、教育研修施設、ゴル

フ場、テニス場等のスポーツ施

設、ホテル、旅館等の宿泊施設、

スキー場、遊園地等の経営、管

理、賃貸及びコンサルティング

業務

20. 損害保険代理業、生命保険募集

業、旅行業代理店業及び労働者

派遣事業

21. 海上運送事業、利用運送事業及

び運送取扱事業並びにその代理

業

22. 工業所有権、著作権の取得、実

施許諾、販売及びコンピュータ

ーソフトウエアの開発、取得、

販売並びに情報処理サービス業

23. 事務機器の販売、賃貸及び保守

管理サービス

24. 金銭貸付、債務保証等の金融業

務並びに有価証券の保有及び売

買

25. 前各号に関する国外における事

業

26. 前各号に附帯又は関連する一切

の事業

16.     (現行どおり)

17.     (現行どおり)

18.     (現行どおり)

19.     (現行どおり)

20.     (現行どおり)

21.     (現行どおり)

22.     (現行どおり)

23.     (現行どおり)

24.     (現行どおり)

25.     (現行どおり)

26.     (現行どおり)

27.     (現行どおり)
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　 現 行 定 款 定 款 変 更 案

第二章 株 式

(株券の発行)

第７条　当会社の株式については、株券

を発行する｡

(単元株式数および単元未満株券の不発行)

第８条 当会社の単元株式数は500株とす

る｡

2　 当会社は、前条の規定にかかわ

らず、単元未満株式に係わる株

券を発行しない。

第二章 株 式

　 (削 除)

(単元株式数)

第７条 当会社の単元株式数は500株とす

る｡

　 (削 除)

(株主名簿管理人)

第９条 当会社は、株主名簿管理人を置

く｡

2 株主名簿管理人およびその事務

取扱場所は、取締役会の決議に

よって定め、これを公告する｡

3 当会社の株主名簿（実質株主名

簿を含む。以下同じ。）、新株予

約権原簿および株券喪失登録簿

の作成ならびに備置き、その他

の株主名簿、新株予約権原簿お

よび株券喪失登録簿に関する事

務は、これを株主名簿管理人に

委託し、当会社においてはこれ

を取扱わない｡

(株式取扱規則)

第10条 当会社の株式に関する取扱いお

よび手数料は、法令または本定

款のほか、取締役会で定める株

式取扱規則による。

(株主名簿管理人)

第８条 当会社は、株主名簿管理人を置

く｡

2 株主名簿管理人およびその事務

取扱場所は、取締役会の決議に

よって定め、これを公告する｡

3 当会社の株主名簿および新株予

約権原簿の作成ならびに備置き、

その他の株主名簿および新株予

約権原簿に関する事務は、これ

を株主名簿管理人に委託し､当

会社においてはこれを取扱わな

い｡

(株式取扱規則)

第９条 当会社の株主権行使の手続きそ

の他株式に関する取扱いは、法

令または本定款のほか、取締役

会で定める株式取扱規則による。
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　 現 行 定 款 定 款 変 更 案

第三章 株主総会

第11条～第13条 (条文省略)

(決議の方法)

第14条 株主総会の決議は、法令または

本定款に別段の定めがある場合

を除き、出席した議決権を行使

することができる株主（実質株

主を含む。以下同じ｡ ）の議決

権の過半数をもって行う｡

2 (条文省略)

第15条～第47条 (条文省略)

第三章 株主総会

第10条～第12条 (現行どおり)

(決議の方法)

第13条 株主総会の決議は、法令または

本定款に別段の定めがある場合

を除き、出席した議決権を行使

することができる株主の議決権

の過半数をもって行う｡

2 (現行どおり)

第14条～第46条 (現行どおり)

　 (新 設)

　 (新 設)

　 (新 設)

附 則

第１条　当会社の株券喪失登録簿の作成

および備置きその他の株券喪失

登録簿に関する事務は、これを

株主名簿管理人に委託し、当会

社においては取扱わない。

第２条　前条および本条は、平成22年１

月５日まで有効とし、平成22年

１月６日をもって前条および本

条を削るものとする。
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　　第３号議案 取締役９名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって現在の取締役全員が任期満了となります。つき

ましては、取締役９名の選任をお願いしたいと存じます。

　 その候補者は次の通りであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び他の法人等の代表者であるときはその状況
所 有 す る
当社の株式数

１
村
む ら し げ

重　芳
よ し お

雄

(昭和16年４月11日生)

昭和40年４月 当社入社

47,500株

平成10年６月 当社取締役 中国支店副支店長
平成12年４月 当社取締役 中国支店長
平成12年６月 当社常務取締役 同上
平成14年６月 当社常務執行役員 同上
平成17年４月 当社専務執行役員 同上
平成17年６月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

土木部門担当
平成18年３月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

土木部門担当 兼 土木営業本部長
平成18年５月 当社代表取締役社長 兼 執行役員社長

(現在に至る)

２
川
か わ か み

上　和
か ず ゆ き

行

(昭和23年４月24日生)

昭和46年４月 当社入社

35,500株

平成８年６月 当社取締役 建築営業部門第一本部長
平成９年６月 当社常務取締役 同上
平成９年11月 当社常務取締役 建築営業本部長
平成10年６月 当社常務取締役 建築本部長
平成11年８月 当社常務取締役 東京支社建築支店長
平成14年４月 当社常務取締役 建築部門担当
平成14年６月 当社取締役 兼 常務執行役員

建築営業本部長
平成15年６月 当社取締役 兼 執行役員

建築部門管掌
平成16年６月 当社取締役 兼 専務執行役員 同上
平成17年６月 当社代表取締役 兼 専務執行役員

同上
平成18年４月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

建築部門担当
平成19年４月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

建築部門担当 兼 建築営業本部長
平成20年４月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

建築部門長 兼 建築営業本部長
平成21年４月 当社代表取締役 兼 執行役員副社長

建築部門長
(現在に至る）
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　候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び他の法人等の代表者であるときはその状況
所 有 す る
当社の株式数

３
津
つ

　 田
だ

　 映
はゆる

(昭和26年３月23日生)

昭和48年４月 当社入社

50,574株

平成12年６月 当社取締役 管理本部長 兼 財務部長
平成13年10月 当社取締役 経営管理本部長

 兼 財務部長
平成14年４月 当社常務取締役 同上
平成14年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 同上
平成15年４月 当社取締役 兼 執行役員

経営管理本部長
平成16年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 同上
平成18年４月 当社取締役 兼 専務執行役員 同上
平成18年５月 当社代表取締役 兼 専務執行役員

同上
平成19年４月 当社代表取締役 兼 専務執行役員

経営管理本部長 兼 国際事業本部担当
 兼 CSR推進委員会担当

平成20年４月 当社代表取締役 兼 専務執行役員
経営管理本部長 兼 国際事業本部担当
 兼 CSR推進室長 兼 安全環境担当
(現在に至る）

４
井
い だ

田　潔
き よ し

志

(昭和24年２月23日生)

昭和46年４月 当社入社

29,000株

平成16年６月 当社執行役員 北陸支店長
平成17年６月 当社常務執行役員 中国支店長
平成20年４月

平成20年６月

当社専務執行役員 土木部門長
 兼 土木本部長 兼 技術研究所担当
当社取締役 兼 専務執行役員 同上

平成21年４月 当社取締役 兼 専務執行役員 土木
部門長
(現在に至る)

５
近
こ ん ど う

藤　浩
こ う す け

右

(昭和26年11月６日生)

昭和51年４月 当社入社

25,500株

平成14年６月 当社執行役員 東京支社土木支店長
平成15年12月 当社執行役員

土木部門土木営業本部副本部長
 兼 技術研究所担当

平成16年６月 当社執行役員
土木部門土木営業本部副本部長

平成17年４月 当社常務執行役員
土木部門土木営業本部長

平成17年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 同上
平成18年３月 当社取締役 兼 常務執行役員

土木部門担当
平成19年４月 当社取締役 兼 常務執行役員

土木部門土木営業本部長
(現在に至る）
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　候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び他の法人等の代表者であるときはその状況
所 有 す る
当社の株式数

６
滝
た き も と

本　義
よ し ひ さ

久

(昭和24年３月７日生)

昭和47年４月 当社入社

13,000株

平成17年４月 当社執行役員 総務本部長
 兼 総務部長

平成17年６月 当社取締役 兼 執行役員 同上
平成19年４月 当社取締役 兼 執行役員

経営管理本部副本部長
 兼 総合監査部担当
 兼 経営管理本部総務部長

平成20年４月 当社取締役 兼 常務執行役員
安全環境本部長 兼 総合監査部担当
(現在に至る）

７
齋
さ い と う

藤　雅
ま さ ふ み

文

(昭和26年１月20日生)

昭和48年４月 当社入社

11,500株
平成17年４月 当社執行役員 建築部門建築本部長
平成17年６月 当社取締役 兼 執行役員 同上
平成20年４月 当社取締役 兼 常務執行役員 同上

(現在に至る)

８
佐
さ さ

々木
き

　邦
く に ひ こ

彦

(昭和26年８月６日生)

昭和49年４月 当社入社

37,500株

平成18年４月 当社執行役員 人事部長
 兼 総務本部副本部長

平成19年４月

平成20年６月

当社執行役員 人事部長
 兼 経営管理本部副本部長
当社取締役 兼 執行役員 同上

平成21年４月 当社取締役 兼 執行役員
経営管理本部副本部長 兼 人事部担当
(現在に至る)

９
塩
し お た に

谷　 愼
しん

(昭和19年２月22日生)

昭和42年４月 株式会社富士銀行入行

0株

平成７年６月 同行取締役総務部長

平成９年６月 日本鋼管株式会社監査役（常勤）

平成15年４月 ＪＦＥスチール株式会社監査役
（常勤）

平成19年４月 同社監査役（非常勤）
平成21年４月 同上退任

(現在に至る)

(注) 1. 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

2. 塩谷愼氏は、社外取締役候補者であります。

第３号議案をご承認いただいた場合に、当社と塩谷愼氏との間で、当社定

款第30条第２項に基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で

す。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額といたします。

3. 塩谷愼氏を社外取締役候補者とした理由は、次のとおりです。

塩谷愼氏は、金融業・製造業の経営に長く携わり、企業経営に関する豊富

な経験と広い知識を有していることから、当社の経営の重要事項の決定と

業務遂行の監督等に十分な役割を果たすことができると考えております。

4. 塩谷愼氏につきましては、ＪＦＥスチール㈱の社外監査役として在任中、

同社が、鋼管杭及び鋼矢板の製造販売をめぐる独占禁止法違反に関連して、

平成20年６月に公正取引委員会より排除措置命令等を受けました。同氏は、

平素より同社の取締役会において不祥事発生防止に向けた提言等を行い、
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　 また発生後には、問題の究明と再発防止に向けた業務改善等について意見

を述べるなどその職責を果たしております。
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　　第４号議案 監査役２名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、川本宏祐氏が任期満了となります。つきまし

ては、監査体制強化、充実を図るための監査役１名の増員を含め、監査役２名の選

任をお願いしたいと存じます。監査役候補者は次の通りです。

　 なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴及び他の法人等の代表者であるときはその状況
所 有 す る
当社の株式数

１
川
か わ も と

本　宏
ひ ろ す け

祐

(昭和22年９月８日生)

昭和47年４月 当社入社

8,500株

平成15年４月 当社経営管理本部副本部長
 兼 総務部長

平成17年４月 当社総務本部副本部長
平成17年６月 当社常勤監査役

(現在に至る)

２
俵
たわら

　 輝
て る み

美
(昭和26年３月３日生)

昭和48年４月
平成10年６月

平成13年４月

当社入社
当社取締役 国際事業本部副本部長
 兼 シンガポール営業所長
 兼 マレーシア営業所長
当社常務取締役
国際事業本部副本部長
 兼 シンガポール営業所長

20,000株
平成13年10月 当社常務取締役 国際部門担当
平成14年４月 当社常務取締役 国際事業本部長

 兼 国際総務部長
平成14年６月 当社常務執行役員 同上
平成16年４月 当社常務執行役員 建築部門担当
平成17年４月 当社常務執行役員 建築部門

都市開発本部長
平成19年４月 当社常務執行役員 建築部門担当

(現在に至る)

(注) 各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。

以 上
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　 総会々場ご案内図

・交 通 ＊JR総武線飯田橋駅東口から徒歩５分
　 ＊地下鉄東西線飯田橋駅Ａ３出口から徒歩５分
　 ＊地下鉄有楽町線飯田橋駅Ｂ１出口から徒歩５分
　 ＊地下鉄南北線飯田橋駅Ｂ１出口から徒歩５分
　 ＊地下鉄大江戸線飯田橋Ｃ２、Ｃ３出口から徒歩５分
　 ≪以上、各駅とも飯田橋交差点方面出口から≫
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